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その許可の範囲で、 労働基準法上の労働時間規制が適用除外とな 

り ます。！要チェック！

宿日直許可基準についてポイント１常態として、

ほとんど労働をする必要のないこと定時的巡視、 

緊急の文書又は電話の収受、 非常事態に備えての待機等を目的とする働き方が対象となります。なお、 

始業又は終業時刻に密着した時間帯に、 顧客からの電話の収受又は盗難・火災防止を行うなど、 

通常の労働の継続は、 原則として許可の対象となりません。ポイント２

宿日直手当について宿日直手当の最低額は、 

当該事業場において宿直又は日直の勤務に就くことの予定されている同種の労働者に対して支払われている賃金の一人 

１ 日平均額の１／３以上である必要があります。ポイント３

宿日直の回数について宿直勤務については週１回、 

日直勤務については月１回が限度となります。 (※)！留意事項副業

・兼業を行う労働者の仕事と生活の調和のために働く方が、 

複数の使用者の下で、 宿日直業務に頻繁に従事するような場合、 

通常の勤務と相まって、 長時間の拘束につながる 

こ となどが懸念されますのでご配慮をお願いします。働く方のワーク・ライフ・バランスを実現しましょう(※) 

下記要件を満たせば、宿日直業務の実態に応じて、上記回数を超えて許可する場合もあります。① 

事業場に勤務する1 8歳以上の者で法律上宿日直勤務を行うことができる方が宿日直勤務をした場合でも人数が不足 

② 勤務の労働密度が薄い場合厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署



QÕ

参考医師、看護師等の宿日直許可基準について※医師等の宿日直についてはその特殊性から、

宿日直許可基準の細目を定めています。① 

通常の勤務時間の拘束から完全に解放された後のものである必要があり ます。② 

宿日直中に従事する業務は、 一般の宿直業務以外には、 特殊の措置を必要としない軽度の又は短時間の業務に限り 

ます。③ 

宿直の場合は、 夜間に十分睡眠がとり得ることが必要です。④ 

上記以外に、 一般の宿日直許可の際の条件を満たしていることが必要です。※宿日直の許可は、所属診療科、職種、時間帯、業務の種類等を限って得ることも可能です。（深夜の時間帯のみ、 

病棟宿日直業務のみとい医師、 

看護師等の宿日直許可基準の詳細は厚生労働省H Pから参照できます。（https: 

//www. m hlw. go.j p/hou rei/doc/tsuchi/T2 1 1 1 1 2 K003 0. pdf）医療機関における宿日直許可事例については、 

「いきいき働く医療機関サポー トweb」 

（https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/Info02）に掲載しています。 

また、 医療機関に限らない宿日直許可申請にあたってのチェックリストも掲載していますので、 

適宜活用ください。！

宿日直勤務にあたっての留意事項Ｑ

：宿日直許可を得て宿日直勤務を行っていましたが、宿日直勤務中に、突発的な事故による緊急対応等、

本来通常の勤務時間に従事するような業務が発生したのですが、どのような対応が必要でしょうか。Ａ 

： 労働基準監督署長から許可を得た宿日直勤務中であっても、 通常の勤務時間と同態様の業務に従事した時間については、 

労働基準法36条による時間外労働の手続をとり、 また、 労働基準法3 

7条の割増賃金を支払う必要があります。Ｑ

：労働基準監督署長から宿日直許可を得た後は、どのようなことに気をつければいいですか。Ａ 

： 許可の際には、 労働基準監督署から、 「断続的な宿直又は日直勤務許可書」というものが交付されますが、 

この許可書には宿日直の回数などの内容に関する 「付かん」 が記載されておりますので、 

この 「付かん」 の内容にのっとった宿日直勤務を行う必要があります。なお、 

許可を得た後も、 宿日直勤務は許可基準に適合するよう実施する必要があります。例えば、 

許可後の人員の異動や業務内容の変更に伴い、 宿日直中に通常勤務時間と同態様の業務に従事することが常態となっている場合には、 

勤務内容の見直しを行っていただく等の対応が必要になります。ご不明な点は、 

最寄りの都道府県労働局、 労働基準監督署にお問い合わせください。


